
No.2024-114

2025年3月4日

2024年10～12月期法人企業統計の評価と２次ＱＥ予測

【ご照会先】調査部 研究員　藤本　一輝（fujimoto.kazukier@jri.co.jp , 080-7048-9121）
本資料は、情報提供を目的に作成されたものであり、何らかの取引を誘引することを目的としたものではありません。本資料は、作成日時点で弊社が一般に信頼出来ると思われる資料に基づいて作成されたものですが、情報

の正確性・完全性を保証するものではありません。また、情報の内容は、経済情勢等の変化により変更されることがあります。本資料の情報に基づき起因してご閲覧者様及び第三者に損害が発生したとしても執筆者、執筆

にあたっての取材先及び弊社は一切責任を負わないものとします。

Research Eye

（％、％ポイント）

https://www.jri.co.jp 

（１）2024年10～12月期の経常利益（全産業）は前期比＋12.1％、前年比＋13.5％と、引き続き増益
（図表１）。価格転嫁の進展などにより売上高の増勢が続いたほか、為替が円安圏で推移した
ことで、海外での事業活動が活発な製造業で海外からの配当（営業外損益に計上）などが大幅
に増加し、経常利益の押し上げに寄与（図表２）。

（２）先行きの企業業績を展望すると、賃上げが進むなかで人件費の増加が下押し要因となるものの、
家計の所得環境の改善による内需の持ち直しや、為替相場の円安圏での推移が下支えとなり、
企業収益は底堅く推移すると予想。

（３）設備投資（ソフトウェア投資を含む）は前期比＋0.6％と、３四半期連続の増加。形態別にみる
と、ソフトウェア投資の好調が続いているほか、その他の投資も増勢を維持（図表３）。前年
比でみると▲0.2％と減少したものの、昨年末のソフトウェア投資の一時的な上振れの影響が大。
企業の投資意欲は引き続き旺盛。

（４）今般の法人企業統計などを織り込んで改定される2024年10～12月期の実質ＧＤＰ（２次ＱＥ）
は、設備投資が小幅上方改定、公共投資が下方改定される見込み。この結果、成長率は前期比
年率＋2.7％（前期比＋0.7％）と、１次ＱＥ（前期比年率＋2.8％、前期比＋0.7％）からほぼ
変わらないと予想（図表４）。

（資料）内閣府、財務省などを基に日本総研作成

前期比 前期比年率 前期比 前期比年率

実質ＧＤＰ 0.7 2.8 0.7 2.7

内需 （寄与度） (▲ 0.1) (▲ 0.2) (▲ 0.0) (▲ 0.2)

民需 （寄与度） (▲ 0.1) (▲ 0.3) (▲ 0.0) (▲ 0.1)

個人消費 0.1 0.5 0.1 0.5

住宅投資 0.1 0.4 0.1 0.4

設備投資 0.5 1.9 0.5 2.1

民間在庫 （寄与度） (▲ 0.2) (▲ 0.9) (▲ 0.2) (▲ 0.8)

官公需 （寄与度） (0.0) (0.1) (▲ 0.0) (▲ 0.1)

政府消費 0.3 1.1 0.3 1.1

公共投資 ▲ 0.3 ▲ 1.3 ▲ 1.2 ▲ 4.6

公的在庫 （寄与度） (0.0) (▲ 0.1) (0.0) (▲ 0.1)

外需 （寄与度） (0.7) (3.0) (0.7) (3.0)

輸出 1.1 4.3 1.1 4.3

輸入 ▲ 2.1 ▲ 8.0 ▲ 2.1 ▲ 8.0

名目ＧＤＰ 1.3 5.1 1.2 5.0
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（注）全規模。全産業・非製造業は金融・保険業を除く。

（％）

（図表２）2024年10～12月期の経常利益（前年比）

（図表４）2024年10～12月期２次ＱＥ予測
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（図表１）経常利益と売上高（季調値）
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（図表３）法人企業の設備投資額（季調値）


